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１．はじめに 

 我が国の人口構成は、2035年には  65歳以上が  32.8%を占め、高齢化の進行が予測され

ている。また、経済産業省によると、公的な介護を必要とする要介護認定者の将来予測者

数は  2040年に988万人にのぼるといわれている。このような人口動態の変化に呼応し，こ

れまでに日本の高齢化 [1]や医療サービス [2]と家庭部門におけるカーボンフットプリント  

(商品・サービスのライフサイクル全体における温室効果ガス排出量，以下 CF とする ) の

関係に着目した研究が進展している。しかしながら，今後見込まれる要介護認定者の増大

に伴う将来の CF への影響について詳細に解析した研究事例は見当たらない。また、将来

の介護需要を満たすには、認定者に対して直接世話を行う介護職員だけでなく、医療サー

ビスや認定者が必要とする介護機器  (車いすや杖など ) 、非医療サービス  (食事や洗濯な

ど ) などの介護サービス以外の需要を満たすための労働力も確保されなければ、認定者の

生活を完全に支えることはできない。しかし、現状認定者の存在がどのような産業におい

てどの程度労働力を必要としているか、また、今度どのように労働力需要が変化するかは

明らかになっていない。  

以上を踏まえ、本研究では要介護認定者の消費構造に着目し、要介護認定者の増加が将

来のサプライチェーン全体における労働力需要および CF に与える影響を明らかにするこ

とを目的とする。  

２．分析方法  

 本研究では、拡張型産業連関分析に基づき要介護認定者の消費構造に着目した家計消費

由来 CF と労働力需要を算出する。家計消費データとして、 2019年全国家計構造調査 [3]を

用いた。また、介護サービス給付による費用データを得るために、介護給付費実態調査 [4]

を用いた。全国家計構造調査に倣い、2019年10月および11月のデータの平均値を使用した。

家計 CF 算定に要する環境負荷データには、総合エネルギー統計 [5]および国内 IOT を用い

て算出した内包型環境負荷原単位を収録したデータブックである 3EID[6]を用いた。2020
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年において各要介護度の認定者数が 65歳以上人口に占める割合を求めるために、介護保険

状況報告 [7]と人口推計 [8]を参照し、認定者の将来推計には社人研による日本の将来推計人

口を用いた。労働者数を算出するために、国内 IOT と毎月勤労統計 [9]を用いた。毎月勤労

統計と国内 IOT の項目数には相違があるが、CF 原単位の作成手順と同様に、両者の部門

整合を行い、毎月勤労統計の項目に整合する労働力原単位を同定した。  

３．分析結果  

図1に要介護認定者数の変化に応じた 2050年

までの日本の家計 CF の推計結果を示す。要介

護認定者がいる世帯の割合は 2050年まで増加

傾向にあるが  (青実線 )、家計 CF は2030年以降

減少する見込みである。要介護認定者の有無を

考慮すると、認定者を考慮しない場合  (オレン

ジ実線 ) に比べ、合計の GHG 排出量は5～7 %

増加したため、要介護認定者数を抑制すること

は、2050年におけるカーボンニュートラルの達

成においても一定の効果があると示唆される。 

 また、2040年の介護需要を満たすには、サプライチェーン全体を通じて 2019年比で追加

で103万人の労働者数が必要となる。特に労働需要が増える「農業」や「生活関連サービス

業」は、労働人口の減少や労働者の高齢化が問題となっている。将来の介護需要を真の意

味で満たすには、介護現場だけでなく他の産業においても労働力を確保する必要がある。  

４．結論  

 要介護認定者数の増加を抑制することは、健康だけでなく気候変動・労働問題の観点か

らも有用であることが明らかとなった。本大会ではこれらの結果に加えて、要介護認定者

の介護以外の需要に着目したサプライチェーン労働力需要も定量化することで、将来の要

介護認定者の需要を真に満たしつつ、 2050年のカーボンニュートラルを達成するためにと

るべき方策について議論する。  
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図 1 日本における要介護認定者の有無別

の将来の家計 CF 推計  


